
（証券コード ２３０３）
　

平成30年８月10日
　

株 主 各 位
　

神戸市中央区磯上通二丁目２番21号

株 式 会 社 ド ー ン
代表取締役社長 宮 崎 正 伸

　
第27期定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第27期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご

出席くださいますようご案内申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面をもって議決権を行使することができます

ので、後記の株主総会参考書類をご検討いただき、お手数ながら同封の議決権行使書

用紙に議案に対する賛否のご表示を賜り、平成30年８月27日（月曜日）午後５時まで

に到着するようにご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
　

記

1. 日 時 平成30年８月28日（火曜日）午前10時

2. 場 所 神戸市中央区磯上通二丁目２番21号

三宮グランドビル ２階会議室

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第27期（平成29年６月１日から平成30年５月31日まで）事業報告

の内容及び計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株

式の付与に関する報酬額等及び内容決定の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

1. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださいますようお願い申し上げます。

2. 事業報告、計算書類並びに株主総会参考書類記載事項に修正をすべき事情が生じ
た場合は、インターネットの当社ウェブサイト（http://www.dawn-corp.co.jp）
において、修正後の事項を掲載させていただきます。
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(添付書類)

事 業 報 告

（平成29年６月１日から
平成30年５月31日まで）

Ⅰ 会社の現況に関する事項

1. 当事業年度の事業の概況

(1) 事業の経過及びその成果

①全般的概況

当事業年度におけるわが国経済は、米国の経済政策の影響や地政学的リスク

の高まり等の懸念材料があったものの、政府の経済対策や日銀の金融政策の効

果により企業収益や雇用情勢に改善が見られ、総じて堅調に推移いたしました。

当社を取り巻く環境につきましては、主要顧客である地方自治体等の公共投

資全般は堅調に推移しており、とりわけ、国土強靱化計画に基づき防災・減災

対策を強化するため、当社が目指す安心・安全社会の構築に係わる各種の施策

が講じられております。

このような状況のもと、当社は、「NET119緊急通報システム」を中心に防災や

防犯関連のクラウドサービスを全国の地方自治体等に向けて拡販を進めるとと

もに、施設管理のノウハウを活かして新たな受託開発案件の受注獲得に努めま

した。

また、東北大学と共同でドローンを活用した山岳丘陵地域の遭難者捜索支援

システムの開発にも取り組む等、救命・救急に係る新たなシステムの開発にも

注力いたしました。

以上の結果、当事業年度の売上高につきましては、防災や防犯関連のクラウド

サービスの新規案件獲得が順調に進んだ結果、初期構築に係る売上が増加したこ

とやサービス利用料収入の増加により、836,545千円（前事業年度比6.2％増）と

なりました。

利益につきましては、売上高の増加に加え地図等の仕入が減少し、原価の上昇

が抑えられたことから売上高総利益率が2.5ポイント改善し、営業利益162,765千

円（前事業年度比29.3％増）、経常利益166,884千円（前事業年度比27.1％増）、

当期純利益114,084千円（前事業年度比27.1％増）となりました。
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②品目別概況

品目別の売上構成比は、ライセンス販売が8.9％(前事業年度は11.7％)、受託

開発が54.2％(前事業年度は53.6％)、クラウド利用料が34.8％（前事業年度は

30.4％）、商品売上が2.1％（前事業年度は4.3％）となっており、品目別の実績

は次のとおりであります。

(単位：千円)

期 別

品目別

第26期
(前事業年度)

第27期
(当事業年度)

対 前 事 業
年 度 比

(％)売 上 高 構成比(％) 売 上 高 構成比(％)

ライセンス販売 92,414 11.7 74,372 8.9 80.5

受 託 開 発 422,178 53.6 453,503 54.2 107.4

クラウド利用料 239,733 30.4 290,849 34.8 121.3

商 品 売 上 33,751 4.3 17,820 2.1 52.8

合 計 788,077 100.0 836,545 100.0 106.2

　 a) ライセンス販売

ライセンス販売につきましては、安定的に防災関連システム向けのライセ

ンスの受注はありましたが、従来の構築型システムの需要減少の影響により、

売上高は74,372千円（前事業年度比19.5％減）となりました。

　 b) 受託開発

受託開発につきましては、防災や防犯関連のクラウドサービスの案件獲得

が進み初期構築に係る売上が増加いたしました。また、鉄道の走行動画閲

覧・検索システム等の新たな受託開発案件も受注したことにより、売上高は

453,503千円（前事業年度比7.4％増）となりました。

　 c) クラウド利用料

クラウド利用料につきましては、当社の主力サービスである「NET119緊急

通報システム」の新規契約の獲得が順調に進みました。また、地方自治体が

住民等に防災・防犯情報を提供するアプリや地震等の大規模災害時に情報を

一元管理するクラウドサービス等の提案も積極的に行ったため、契約数が積

み上がり、290,849千円（前事業年度比21.3％増）となりました。

　 d) 商品売上

商品売上につきましては、受託開発に伴うデジタル地図等の納品が減少し

たため、17,820千円（前事業年度比47.2％減）となりました。
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(2) 設備投資の状況

当事業年度の設備投資について、特記する事項はありません。

(3) 資金調達の状況

当事業年度の資金調達について、特記する事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

該当事項はありません。
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2. 財産及び損益の状況の推移
(単位：千円)

期 別
区 分

第24期

平成27年 5月期

第25期

平成 28年 5月期

第26期

平成29年5月期

第27期

平成30年5月期

(当事業年度)

売 上 高 593,754 753,386 788,077 836,545

営 業 利 益 13,398 108,374 125,843 162,765

経 常 利 益 19,745 115,546 131,351 166,884

当 期 純 利 益 14,659 101,100 89,760 114,084

１株当たり当期純利益 4円61銭 31円79銭 28円22銭 35円87銭

総 資 産 1,195,472 1,318,049 1,394,738 1,510,418

純 資 産 1,063,000 1,160,190 1,236,242 1,333,907

１株当たり純資産額 334円25銭 364円81銭 388円72銭 419円43銭

(注) 1.１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出してお
ります。

2.１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数に基づき算出しております。
3.当社は、平成28年６月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております

が、第24期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当
たり純資産額を算定しております。

3. 重要な親会社及び子会社の状況

該当事項はありません。
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4. 対処すべき課題

当社は、「安心・安全社会に貢献しよう」というスローガンのもと、地理情報シ

ステムを始めとする「空間情報技術(Spatial-IT）」を利用して人々の安心・安全

な生活を支える製品やサービスを提供することにより、企業価値の向上と持続的

な成長の実現を目指しております。

今後の見通しといたしましては、好調な企業業績により景気は緩やかな回復基

調が続き、公共投資も引き続き堅調に推移するものと予想されますが、その一方

で、競争環境の激化やIT技術者不足への対応が課題となっております。

このような状況を踏まえ、以下を重要課題として取り組んでまいります。

①既存のクラウドサービスの拡販

当社の主力サービスである「NET119緊急通報システム」については、契約数が

順調に増加していることから、全国的な普及段階にあると認識しており、引き続

き各地の地方自治体や消防組合に対して積極的な営業展開を行います。

また、地方自治体向けの災害時の情報共有システムや住民等に防災情報を提供

するアプリ等、防災・防犯に関する各種のクラウドサービスの提案にも力を入れ、

案件開拓を進めます。

更には、競合他社のサービスとの差別化を図るため、機能の強化やサポート体

制の充実を図ります。

②産官学での共同開発研究による新たな製品やサービスの開発

当社は、京都大学と位置情報を用いたAED活用促進システムや東北大学とドロー

ンを利用した遭難者捜索支援システムの開発を行っており、実証実験で得た課題

を解決し、新たな製品やサービスとして実用化に至るよう努めてまいります。

今後も防災・防犯・救命等の安心・安全に係るシステムの開発を産官学共同で

実施し、必要に応じて特許等の知的財産権の申請についても検討いたします。

③人材の育成及び確保

若年労働人口が減少する一方、IT投資の増加やAI及びIoT等の先端技術分野の需

要が増加していることから、今後、更なるIT技術者の不足が予想されます。

このような状況を踏まえ、当社は、社員の育成と新たな人材の確保が不可欠で

あると認識し、OJTや社外研修による技術力の向上と先進技術の共有、外部の専門

カウンセラーを活用したキャリアコンサルティング等を通じて、人材の育成に努

めます。また、新規採用については、募集方法の多様化や選考方法の工夫により

優秀な人材の獲得を図ります。
　
株主の皆様におかれましては、当社の経営に深いご理解をいただき、今後とも、

一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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5. 主要な事業内容（平成30年５月31日現在）

当社は、GIS構築用基本ソフトウェアの開発・販売、GIS関連のソフトウェアの

受託開発、GIS構築に関するコンサルティング、クラウド型の地図情報等の配信サ

ービスを行っております。

主要な製品及びサービスは次のとおりであります。

区 分 主 要 製 品 名

ソフトウェア
ＧｅｏＢａｓｅ

ＧｅｏＢａｓｅ．ＮＥＴ

地図情報配信サービス

まちかど案内まちづくり地図

まちかど地図Ｐｒｏ

ＮＥＴ１１９緊急通報システム

ＤＭａＣＳ（災害時情報共有システム）

6. 主要な事業所（平成30年５月31日現在）

名 称 所 在 地

本 社 神戸市中央区

東 京 営 業 所 東京都港区

(注) 東京営業所は、平成30年６月１日付で東京テクノロジーセンターに名称を変更しております。

7. 使用人の状況（平成30年５月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

49名 ３名増 37.3歳 7.0年

(注) 使用人数には兼務役員を含めておりません。

8. 主要な借入先の状況（平成30年５月31日現在）

該当事項はありません。
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Ⅱ 会社の株式に関する事項（平成30年５月31日現在）

　 (1) 発行可能株式総数 9,000,000株

　 (2) 発行済株式の総数 3,300,000株（自己株式119,712株を含む。）

※平成30年５月25日をもって自己株式の消却を実施したことにより、「発行済株式の総数」

が前事業年度末に比べて260,000株減少しています。

　 (3) 株主数 5,193名

　 (4) 大株主（自己株式を除く上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 デ ィ キ ャ ピ タ ル 293,300株 9.22％

近 藤 浩 代 224,300株 7.05％

宮 崎 正 伸 202,900株 6.38％

西 岡 淳 112,000株 3.52％

徳 永 道 太 45,200株 1.42％

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 40,100株 1.26％

松 井 証 券 株 式 会 社 33,400株 1.05％

岩 高 純 子 31,200株 0.98％

須 藤 邦 宏 31,200株 0.98％

岡 本 茂 明 29,600株 0.93％

(注) 持株比率は、自己株式（119,712株）を控除して計算しております。

(5)その他の株式に関する重要な事項

取締役会決議に基づき、平成30年５月25日をもって当社普通株式260,000株

（消却前発行済株式総数の7.30％）を消却しました。

Ⅲ 会社の新株予約権等に関する事項（平成30年５月31日現在）

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状

況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に当社使用人等に対し交付した新株予約権等の状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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Ⅳ 会社役員に関する事項

(1) 取締役の状況（平成30年５月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 宮 崎 正 伸 株式会社営業モデル研究所社外取締役

常 務 取 締 役 近 藤 浩 代 総務部長

取 締 役 岩 田 潤

経営企画室長
公認会計士・税理士
岩田公認会計士事務所所長
BTJ税理士法人代表社員
マルシェ株式会社社外監査役
株式会社ディキャピタル代表取締役
アトラ株式会社取締役（監査等委員）

取 締 役 品 川 真 尚 営業統括部長

取 締 役
（常勤監査等委員)

橋 本 慶 一

取 締 役
（監 査 等 委 員 )

岡 本 茂 明

株式会社アールエンジニアリング代表
取締役
株式会社イメージア・ソリューション
取締役
株式会社シング社外取締役

取 締 役
（監 査 等 委 員 )

福 盛 貞 蔵

(注) 1.取締役（監査等委員）橋本慶一及び福盛貞蔵の両氏は、社外取締役であります。
2.監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員を除く。）からの情報収

集及び重要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携
を可能とすべく、橋本慶一氏を常勤の監査等委員として選定しております。

3.当社は、取締役（監査等委員）橋本慶一及び福盛貞蔵の両氏を一般株主と利益相反が生じる
おそれのない独立役員として、株式会社東京証券取引所に届け出ております。

4.取締役（監査等委員）橋本慶一氏は、長年銀行に勤務し、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有しております。

　

(2) 取締役の報酬等の総額

区 分 支給人員 支 給 額

取締役（監査等委員を除く。)
（う ち 社 外 取 締 役）

　４名
（ ―名 ）

58,515千円
（ ― 千円)

取 締 役 （監 査 等 委 員 )
（う ち 社 外 取 締 役）

　３名
（ ２名 ）

9,654千円
（ 7,164千円)

合 計 　７名 68,169千円
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(注) 1.取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、平成28年８月25日開催の第25期定時株主総会
において年額１億7,000万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人部分給与は含まない。）
と決議いただいております。

2.取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成28年８月25日開催の第25期定時株主総会におい
て年額3,000万円以内と決議いただいております。

　

(3) 社外役員に関する事項

①他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人

等との関係

　 該当事項はありません。
　

②他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人

等との関係

　該当事項はありません。
　

③当事業年度における主な活動状況

主な活動状況

取締役（監査等委員)
橋 本 慶 一

当事業年度に開催された取締役会19回のうち19回すべて
に出席し、監査等委員会13回のうち13回すべてに出席い
たしました。
金融機関で培ってきた会計知識、経験・知見に基づき、
取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための
発言・提言を行っております。

取締役（監査等委員)
福 盛 貞 蔵

当事業年度に開催された取締役会19回のうち19回すべて
に出席し、監査等委員会13回のうち13回すべてに出席い
たしました。
豊富な上場企業の役員経験に基づき、業績や経営の状況
を把握して、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確
保するための発言・提言を行っております。

④責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条

第１項に定める額であります。
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Ⅴ 会計監査人の状況

(1) 名称

東陽監査法人

(2) 報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 11,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額

11,000千円

(注)1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度
に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2.監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの
算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等
の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に

関する議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人

を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後

最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を

報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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Ⅵ 業務の適正を確保するための体制

　１．取締役会における決議内容

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

会社の業務の適正を確保するための体制について、当社は取締役会において次のと

おり決議しております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

①取締役会は、法令遵守を当社の公正かつ透明性の高い企業経営にとって最も

重要な課題のひとつであると認識し、「経営理念」「経営方針」「行動規範」を

制定した。代表取締役はその精神を役職者を始め全使用人に継続的に伝達す

ることにより、法令遵守と企業倫理の遵守が企業活動の原点であることを徹

底する。

②コンプライアンス上疑義ある行為については、内部者通報制度規程に基づき

社外弁護士を通じた通報窓口を設置し、取締役及び使用人が通報できるもの

とする。

③取締役及び使用人の職務執行の妥当性及びコンプライアンスの状況について

調査するため、社長直轄の内部監査室を設置し、定期的に自己点検を実施す

る。内部監査規程に基づき、法令・定款及び社内規程に準拠し業務が適正に

行われているかについて調査するとともに、その結果を代表取締役に報告す

る。

④監査等委員である取締役は、必要に応じて重要な会議に出席し、取締役の職

務の執行を監査・監督する。

　

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①取締役の職務の執行に係る情報については、文書または電磁的媒体に記録し、

法令、文書管理規程及び「情報セキュリティスタンダード」に従い保存対象

文書、保存期間及び主管部署を定め適切な保存・管理を行う。

②取締役が必要に応じてこれらの文書を速やかに閲覧できる状態を維持する。

③内部情報管理規程に基づき情報管理責任者を選定し、インサイダー情報の未

然流出防止体制を整備する。
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３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①取締役会は代表取締役の下にリスク管理体制を構築し、リスク管理規程を制

定する。

②総務部はリスク管理部門として全社的なリスクの認識とリスク管理活動を統

括し、リスク分類ごとの権限付与と責任を負う責任部門を定め、規程の運

用・見直しを図る。

③自然災害等重大な不測の事態が発生した場合は、対応責任者を定め、迅速か

つ適切な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整え

る。

④必要に応じ顧問弁護士等の外部専門家にアドバイスを受け、速やかに対応す

る。

　
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①定例の取締役会を毎月１回開催し、取締役会規程により定められた事項及び

その付議基準に該当する事項は、すべて取締役会に付議することを遵守して、

重要事項の決定を行う。

②取締役会では、定期的に各業務執行取締役から職務執行状況の報告を受け、

職務執行の妥当性及び効率性の監督等を行う。

③取締役会は、経営環境の変化に対応して経営方針及び経営計画を策定し予算

を決議する。日常の職務執行について、職務権限規程及び職務分掌規程等の

規程に基づき権限の委譲を行い、権限と責任を明確化して迅速な職務の執行

を確保するとともに、必要に応じて規程の見直しを行い、取締役の職務の執

行が適正かつ効率的に行われる体制を整備する。

　

５．企業集団における業務の適正を確保するための体制

平成30年５月31日現在、当社に親会社または子会社はありません。

　

６．監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項

監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査

等委員会と協議し適切な人員配置を検討する。

(2) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

①監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、業務執行上の指揮命令系統には

属さず、監査等委員会の指揮命令に従う旨を取締役及び使用人に周知徹底す

る。

②監査等委員会の職務を補助すべき使用人についての任命、異動及び評価等を

行う場合は、あらかじめ監査等委員会の承認を得ることとする。
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(3) 取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制

①監査等委員である取締役は、取締役会その他重要な会議に出席し、業務執行

取締役から職務執行の状況その他重要事項の報告を受ける。また、監査等委

員会が必要と判断する会議の議事録について閲覧できる。

②取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、重大な法令・定款

違反及び会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、速や

かにその事実を監査等委員会に報告する。

③監査等委員会は、上記にかかわらずその職務執行上必要と判断した事項につ

いていつでも取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人に報告を

求めることができる。

④監査等委員会に報告した者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な

取扱いを行うことを禁止し、その旨を取締役（監査等委員である取締役を除

く。）及び使用人に周知徹底する。

(4)その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査等委員会は、定期的に代表取締役と会合を持ち、経営方針を確認すると

ともに、会社が対処すべき課題及び事業に内在するリスク等の他、監査上の

重要な課題について意見交換する。

②稟議書、契約書、帳簿等の文書その他監査等委員会が監査に必要と判断した

資料・情報に監査等委員会が容易にアクセスできる体制を整備する。

③監査等委員会は、内部監査室及び会計監査人から監査計画を事前に提供を受

けるとともに、必要に応じ監査方針及び監査結果報告に係る意見交換を行う。

④監査等委員会は、監査の実施にあたり、必要に応じて弁護士・税理士・公認

会計士その他外部アドバイザーから意見と助言を求めることができる。

⑤監査等委員会がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは精算等の

請求をしたときは、当該監査等委員会の職務の執行に必要でないと認められ

る場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

　

７．財務報告の信頼性及び資産保全の適正性を確保するための体制

財務報告の信頼性を確保するために必要な体制及び有する資産の取得・保

管・処分が適正になされるために必要な体制を金融商品取引法等の法令に準

拠して整備する。また、財務報告に係る内部統制の有効性を自ら評価し、外

部に向けて報告する体制を整備する。

　

８．反社会的勢力排除に向けた基本方針

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然

とした態度で臨み、一切関係を持たないこととする。また、必要に応じ弁護

士、警察等の専門機関とも連携を取る。
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　２．業務の適正を確保するための体制の運用状況

当社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間（当事業年度の末日

から遡って１か年）における実施状況は次のとおりであります。

①毎月１回の月例開催を始め19回の取締役会を開催し、法令等に定められた事

項や経営方針・予算の策定等経営に関する重要事実を決定し、月次の経営業

績の分析・対策・評価を検討するとともに法令・定款等への適法性及び業務

の適正性の観点から審議いたしました。

②取締役会の実効性を高めるため、社外取締役による取締役会の評価を実施い

たしました。

③監査等委員である取締役は、取締役会を始め重要な社内会議に出席し、業務

執行取締役の職務の監査・監督、法令・定款等への遵守について監査いたし

ました。また、監査等委員会を13回開催し、監査方針、監査計画を協議決定

するほか、内部監査室や会計監査人との意見交換及び情報の交換を行い、監

査の実効性を確保いたしました。

④財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に鑑み、策定した実施計画に基づき

内部統制評価を実施いたしました。また、決算開示資料については、取締役

会に付議したのち開示を行うことにより適正性を確保いたしました。

⑤取締役に対して、会社法制の改正試案に関する研修を実施いたしました。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(本事業報告中の記載金額は表示単位未満を切り捨て、比率については四捨五入して表示しておりま
す。）
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貸 借 対 照 表

(平成30年５月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 1,199,570 流 動 負 債 119,237
現 金 及 び 預 金 1,043,539 買 掛 金 17,527
売 掛 金 79,177 未 払 金 7,766
有 価 証 券 50,030 未 払 費 用 8,692
仕 掛 品 589 未 払 法 人 税 等 35,186
貯 蔵 品 4,062 未 払 消 費 税 等 15,162
前 払 費 用 13,754 前 受 金 432
繰 延 税 金 資 産 2,607 預 り 金 10,298
そ の 他 5,889 前 受 収 益 24,170
貸 倒 引 当 金 △79

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

310,848
5,868

固 定 負 債
長 期 未 払 金
繰 延 税 金 負 債

57,273
27,430

571
建 物 3,491 長 期 前 受 収 益 24,160
工 具 器 具 備 品 2,376 そ の 他 5,111
無 形 固 定 資 産 1,099 負 債 の 部 合 計 176,510

ソ フ ト ウ ェ ア 1,099 純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,331,569
投資その他の資産 303,879 資 本 金 363,950
投 資 有 価 証 券 269,166 資 本 剰 余 金 353,450
役員に対する長期貸付金 3,135 資 本 準 備 金 353,450
長 期 前 払 費 用 2,222 利 益 剰 余 金 625,714
そ の 他 29,355 その他利益剰余金 625,714

繰越利益剰余金 625,714
自 己 株 式 △11,544

評価・換算差額等 2,338
その他有価証券評価差額金 2,338

純 資 産 の 部 合 計 1,333,907
資 産 の 部 合 計 1,510,418 負債・純資産の部合計 1,510,418

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成29年６月１日から
平成30年５月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 836,545

売 上 原 価 385,803

売 上 総 利 益 450,741

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 287,975

営 業 利 益 162,765

営 業 外 収 益

受 取 利 息 117

有 価 証 券 利 息 3,126

受 取 配 当 金 14

助 成 金 収 入 745

そ の 他 115 4,118

経 常 利 益 166,884

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 275 275

税 引 前 当 期 純 利 益 166,608

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 51,722

法 人 税 等 調 整 額 801 52,524

当 期 純 利 益 114,084

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成29年６月１日から
平成30年５月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式 株主資本合計
資 本 準 備 金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当事業年度期首残高 363,950 353,450 552,604 △36,618 1,233,386

当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △15,901 △15,901

当 期 純 利 益 114,084 114,084

自 己 株 式 の 消 却 △25,073 25,073 ―

株主資本以外の項目
の当事業年度中の変
動額（純額）

当事業年度中の変動額合計 ― ― 73,109 25,073 98,183

当 事 業 年 度 末 残 高 363,950 353,450 625,714 △11,544 1,331,569

　 (単位：千円)

評価・換算差額等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

当事業年度期首残高 2,856 1,236,242

当事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △15,901

当 期 純 利 益 114,084

自 己 株 式 の 消 却 ―

株主資本以外の項目
の当事業年度中の変
動額（純額）

△517 △517

当事業年度中の変動額合計 △517 97,665

当 事 業 年 度 末 残 高 2,338 1,333,907

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定しております。）。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

②たな卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

り下げの方法により算定）を採用しております。

貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下

げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。ただし、平成28年４月１

日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

建物 15年

工具器具備品 ３年～10年

無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェア

市場販売目的のソフトウェア

見込販売期間(３年以内)における見込販売収益に基づく償却額と販売

可能な残存販売期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額

を計上する方法等によっております。

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（３年～５年）に基づく定額法を採用して

おります。

上記以外は定額法を採用しております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。
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(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金

売掛金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

受託開発に係る売上高については、当事業年度末までの進捗部分について成

果の確実性が認められるプロジェクトについては工事進行基準（工事の進捗

度の見積もりは原価比例法）を、その他のプロジェクトについては工事完成

基準を採用しております。

(5) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

2. 貸借対照表に関する注記

　 (1)有形固定資産の減価償却累計額

建物 3,198千円

工具器具備品 8,877千円

(2)取締役に対する金銭債権 6,687千円

3. 損益計算書に関する注記

該当事項はありません。
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4. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1)発行済株式に関する事項

当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 3,560,000 ― 260,000 3,300,000

合 計 3,560,000 ― 260,000 3,300,000

（注） 自己株式の消却による減少であります。

(2)自己株式に関する事項

当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 379,712 ― 260,000 119,712

合 計 379,712 ― 260,000 119,712

（注） 自己株式の消却による減少であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日
効力
発生日

平成29年8月29日
定時株主総会

普通株式 15,901 5.00
平成29年
５月31日

平成29年
８月30日

(注) 平成29年８月29日定時株主総会決議による１株当たり配当額には、株式上場15周年記念配当１
円を含んでおります。

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度と

なるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日
効力
発生日

平成30年8月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 19,081 6.00
平成30年
５月31日

平成30年
８月29日

(4) 当事業年度の末日における新株予約権に関する事項

該当事項はありません。
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5. 税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な要因別の内訳

（繰 延 税 金 資 産）

　 貸 倒 引 当 金 24千円

　 未 払 事 業 税 2,574千円

　 減 価 償 却 費 453千円

　 資 産 除 去 債 務 1,559千円

　 役 員 退 職 慰 労 金 8,388千円

　 投資有価証券評価損 1,039千円

　 そ の 他 84千円

　 　繰 延 税 金 資 産 小 計 14,123千円

　評 価 性 引 当 額 △11,057千円

　繰 延 税 金 資 産 合 計 3,065千円

　 （繰 延 税 金 負 債）

その他有価証券評価差額金 △1,029千円

　繰 延 税 金 負 債 合 計 △1,029千円

　繰 延 税 金 資 産 の 純 額 2,035千円
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6. 金融商品の状況に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社は、ソフトウェアの製造・販売を行うための投資計画に照らし、必要な資

金については主に自己資金を充当しております。一時的な余資は、安全性の高い

金融資産で運用しております。デリバティブ取引は行っておりません。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券及

び投資有価証券は、主に債券及び取引先企業との業務提携に関連する株式であり、

債券や上場株式は市場価格の変動リスクに晒されております。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内与信管理規程に沿ってリスク低減を

図っております。売掛金については、営業部が主要な取引先の状況を定期的に

モニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況

等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

有価証券及び投資有価証券は主として債券及び株式であり、定期的に時価の

把握を行っております。市場価格がない非上場株式については、定期的に発行

体の財務状況等を把握しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定については変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変

動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

平成30年５月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。

（単位：千円）
貸借対照表

計上額
時 価 差 額

(1)現金及び預金 1,043,539 1,043,539 ―

(2)売掛金 79,177

貸倒引当金(※) △79

計 79,098 79,098 ―

(3)有価証券及び投資有価証券 319,196 319,196 ―

資産合計 1,441,833 1,441,833 ―

(※) 売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。
（注）1.金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　 資産
　 (1)現金及び預金、(2)売掛金

　 これらはおおむね短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額と近似していること
から当該帳簿価額によっております。

　 (3)有価証券及び投資有価証券
　 有価証券及び投資有価証券の時価については、株式・債券については取引所の価格また

は取引金融機関から提示された価格によっており、投資信託については公表されている
基準価格によっております。

2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　 非上場株式（貸借対照表計上額0千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難であると認められるため、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
3.金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位:千円）

１年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 1,043,539 ― ― ―

売掛金 79,177 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券 50,000 184,500 80,000 ―

合 計 1,172,716 184,500 80,000 ―
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7. 関連当事者との取引に関する注記

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

8. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 419円43銭

　 (2) １株当たり当期純利益金額 35円87銭
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会計監査人の監査報告

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

平成30年７月10日

株式会社ドーン

　 取 締 役 会 御中

　 東 陽 監 査 法 人
指定社員

公認会計士 橋 田 光 正㊞
業務執行社員
指定社員

公認会計士 川 越 宗 一㊞
業務執行社員

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ドーンの平成29年６月

１日から平成30年５月31日までの第27期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書

類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、

監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書

類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査

の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその

附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び

損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、平成29年6月1日から平成30年5月31日までの第27期事業年度に

おける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以

下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関す

る取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ

ステム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査

を実施しました。

① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制

部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び事業所において業務及び財産の状況を調査しま

した。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月

28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応

じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ

の附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果

　(1)事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果

　 会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成30年７月13日

　 株式会社ドーン 監査等委員会

常勤監査等委員 橋 本 慶 一㊞

監査等委員 岡 本 茂 明㊞

監査等委員 福 盛 貞 蔵㊞

（注）監査等委員橋本慶一及び福盛貞蔵は、会社法第２条第15号及び第331条第６

項に規定する社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、利益配分に関して、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な

内部留保を確保しつつ、安定的な配当を継続して実施することを基本方針として

おります。内部留保資金は、設備投資、研究開発投資等に活用し、経営基盤の強

化と新製品やサービスの開発により事業の拡充を図ることとしております。

このような基本方針に基づき、当事業年度の業績及び今後の事業環境を考慮し、

期末配当は１株につき６円とさせていただきたいと存じます。

当事業年度の剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じま

す。

(1)配当財産の種類

金銭といたします。

(2)株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき ６円

配当総額 19,081,728円

(3)剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年８月29日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下本議案において同じです。）４名

全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、

取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する
当社の株式数

１
宮
み や ざ き

崎　正
ま さ の ぶ

伸
(昭和44年７月14日生)

平成５年４月株式会社オービック入社

202,900株

平成10年９月当社入社 営業部長

平成12年６月当社取締役営業部長

平成17年８月当社代表取締役副社長

平成21年10月当社代表取締役社長（現任）

平成25年12月株式会社営業モデル研究所社

外取締役（現任）

２
近
こ ん ど う

藤　浩
ひ ろ よ

代
(昭和35年12月17日生)

平成元年11月アンドール株式会社入社

224,300株

平成12年６月当社入社

平成12年６月当社取締役総務部長

平成28年８月当社常務取締役

平成29年８月当社常務取締役兼総務部長

（現任）
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候補者

番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する
当社の株式数

３
岩
い わ た

田　 潤
じゅん

(昭和44年12月23日生)

平成４年10月青山監査法人（現PwCあらた有

限責任監査法人）入所

1,800株

平成８年３月公認会計士登録

平成11年１月プライスウォーターハウス税

務事務所（現税理士法人プラ

イスウォーターハウスクーパ

ース）入所

平成13年９月岩田公認会計士事務所所長

（現任）

平成17年６月マルシェ株式会社社外監査役

（現任）

平成19年８月当社社外監査役

平成20年10月 BTJ税理士法人代表社員（現

任）

平成22年１月アトラ株式会社社外監査役

平成22年３月株式会社ディキャピタル代表

取締役（現任）

平成23年８月当社社外取締役

平成28年８月当社取締役経営企画室長（現

任）

平成29年３月アトラ株式会社取締役（監査

等委員）（現任）

４
品
し な が わ ま さ な お

川 真 尚
(昭和47年12月15日生)

平成７年４月日本電信電話株式会社入社

22,000株

平成11年７月東日本電信電話株式会社入社

平成12年９月当社入社

平成21年11月当社東京営業所所長

平成25年６月当社執行役員兼東京営業部部

長

平成28年８月当社取締役営業統括部長（現

任）

(注)1.宮崎正伸氏と当社との間には、金銭の貸付による取引関係があります。
　 2.近藤浩代氏、岩田潤氏及び品川真尚氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役３名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満

了となります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいた

したいと存じます。本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する
当社の株式数

１
橋
は し も と

本　慶
け い い ち

一
(昭和24年９月22日生)

昭和47年４月株式会社大和銀行（現株式会

社りそな銀行）入行

100株

平成14年３月大和ファクターリース株式会

社（現ディー・エフ・エル・

リース株式会社）営業部長

平成20年１月伸栄商事株式会社入社

平成20年４月同社取締役

平成22年８月当社常勤監査役

平成28年８月当社取締役（監査等委員）（現

任）

２
岡
お か も と し げ あ き

本 茂 明
(昭和44年３月16日生)

平成３年４月日本電信電話株式会社入社

29,600株

平成12年11月株式会社エヌ・ティ・ティ・

ドコモ（現株式会社NTTドコ

モ）入社

平成13年４月当社入社

平成13年５月当社取締役開発一部部長

平成15年６月当社取締役開発部長

平成25年６月株式会社イメージア・ソリュ

ーション取締役（現任）

平成28年８月当社取締役（監査等委員）（現

任）

平成28年10月株式会社シング社外取締役

（現任）

平成29年６月株式会社アールエンジニアリ

ング代表取締役（現任）
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候補者

番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する
当社の株式数

３
福
ふ く も り て い ぞ う

盛 貞 蔵
(昭和24年12月８日生)

昭和55年３月京都進学教室（現株式会社京

進）入社

―

昭和62年３月同社取締役開発部長

平成６年５月同社常務取締役人事部長

平成10年３月同社常務取締役管理本部長

平成15年３月同社取締役小中統括部長

平成16年５月同社常勤監査役

平成28年８月当社取締役（監査等委員）（現

任）
(注)1.岡本茂明氏と当社との間には、金銭の貸付による取引関係があります。

2.橋本慶一氏及び福盛貞蔵氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
3.橋本慶一氏及び福盛貞蔵氏は、監査等委員である社外取締役候補者であります。なお、当社
は、橋本慶一氏及び福盛貞蔵氏を株式会社東京証券取引所の定める独立役員として、同取引所
に届け出ておりますが、両氏の選任が承認された場合には、両氏を引き続き独立役員に指定す
る予定であります。

4.橋本慶一氏を監査等委員である社外取締役候補者とした理由は、当社社外監査役としての経験
に加え、長年銀行に勤務し財務及び会計に関する相当程度の知見を有していることや取締役と
して経営に関与された経験を有されていることから、当社の監査等委員である取締役として選
任をお願いするものであります。なお、同氏の監査等委員である社外取締役としての在任期間
は、本定時株主総会終結の時をもって２年となります。

5.福盛貞蔵氏を監査等委員である社外取締役候補者とした理由は、上場企業の取締役として長年
経営に関与した経験と深い見識を有されていることから適切な助言が期待できるものと判断
し、当社の監査等委員である取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の監
査等委員である社外取締役としての在任期間は、本定時株主総会終結の時をもって２年となり
ます。

6.当社は橋本慶一氏及び福盛貞蔵氏との間で、会社法第423条第１項の責任について、両氏がそ
の職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定
める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担するものとする責任限定契約を締結して
おります。両氏の選任が承認された場合には、当社は両氏との間で当該契約を継続する予定で
あります。
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第４号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、あ

らかじめ補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じま

す。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

また、本選任の効力につきましては、監査等委員である取締役就任前に限り、

監査等委員会の同意を得て、取締役会の決議によりその選任を取り消すことがで

きるものといたします。

補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株 式 数

金
か ね ざ き さ だ お

﨑 定 男

(昭和35年12月28日生)

昭和59年４月青山監査法人（現PwCあらた有限責

任監査法人）入所

100株

昭和62年８月公認会計士登録

平成元年５月株式会社ビジネス・ブレイン太田

昭和入社

平成３年４月有限会社アメーバコーポレーショ

ン（現AIC株式会社）代表取締役

（現任）

金﨑公認会計士事務所所長（現任）

平成12年９月優成監査法人（現太陽有限責任監

査法人）社員

平成18年５月AIC税理士法人代表社員（現任）

平成21年２月株式会社J-SOX研究所代表取締役

（現任）

平成24年８月当社社外監査役

(注)1.金﨑定男氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
2.金﨑定男氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。なお、同氏が監査等委
員である取締役に就任した場合には、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員
として指定する予定であります。

3.金﨑定男氏を補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由は、公認会計士として培わ
れた専門的な知識・経験等を有しておられることから、社外取締役就任後、職務を適切に遂行
していただけるものと判断したためであります。

4.金﨑定男氏が監査等委員である社外取締役に就任した場合には、当社は同氏との間で会社法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損
害賠償限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額といたします。
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第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式

の付与に関する報酬額等及び内容決定の件

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額は、平成28年８

月25日開催の第25期定時株主総会において、年額170,000千円以内（ただし、使用

人兼務取締役の使用人部分給与を含まない。）とご承認いただいておりますが、今

般、取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとと

もに、取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、上記

の報酬枠とは別枠で、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対し、

新たに譲渡制限付株式の付与のための報酬を支給することにつきご承認をお願い

いたします。

本議案に基づき当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下「対象取

締役」といいます。）に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬の

総額は、上記の目的を踏まえ相当と考えられる金額として、年額40,000千円以内

といたします。また、各対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、

取締役会において決定することといたします。

なお、現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は４名ですが、第２号

議案が原案どおり承認可決されますと、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）は４名となります。

また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により生ずる金銭

報酬債権の全部を現物出資財産として給付し、当社の普通株式について発行また

は処分を受けるものとし、これにより発行または処分をされる当社の普通株式の

総数は年33,000株以内とし、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の

前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が

成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）とします。また、これ

による当社の普通株式の発行または処分に当たっては、当社と対象取締役との間

で、概要、以下の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」とい

います。）を締結するものとします。

(1) 対象取締役は、３年間から５年間までの間で当社の取締役会が定める期間

（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約により割当てを受けた当社の

普通株式（以下「本割当株式」という。）について、譲渡、担保権の設定そ

の他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」という。）。
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(2) 対象取締役が、譲渡制限期間が満了する前に当社の取締役または使用人を

退任もしくは退職した場合には、当社の取締役会が正当と認める理由があ

る場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。

(3) 上記(1)の定めにかかわらず、当社は、対象取締役が、譲渡制限期間中、継

続して、当社の取締役または使用人の地位にあったことを条件として、本

割当株式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限

を解除する。ただし、対象取締役が、上記(2)に定める当社の取締役会が正

当と認める理由により、譲渡制限期間が満了する前に上記(2)に定める地位

を退任もしくは退職した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及

び譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。

(4) 当社は、譲渡制限期間が満了した時点において上記(3)の定めに基づき譲渡

制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

(5) 上記(1)の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社

となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計

画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織

再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当

社の取締役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議により、譲

渡制限期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて

合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に

先立ち、譲渡制限を解除する。

(6) 上記(5)に規定する場合においては、当社は、上記(5)の定めに基づき譲渡

制限が解除された直後の時点においてなお譲渡制限が解除されていない本

割当株式を当然に無償で取得する。

(7) 本割当契約における意思表示及び通知の方法、本割当契約の改定の方法そ

の他取締役会で定める事項を本割当契約の内容とする。

（ご参考）

　当社は、当社の従業員に対し、上記譲渡制限付株式と同様の譲渡制限付株式を

付与する予定であります。

以上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：神戸市中央区磯上通二丁目２番21号

三宮グランドビル ２階会議室

TEL 078－222－9700

交通 ○ＪＲ「三ノ宮駅」、阪神・阪急「神戸三宮駅」から 徒歩約10分

　 ○ポートライナー「三宮駅」から 徒歩約10分
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